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こ 支 障 第 １ 号 

こ 成 母 第 ６ 号 

令和６年１月 11 日 

 

    都 道 府 県 知 事 

各  指 定 都 市 市 長    殿 

   中 核 市 市 長 

   児童相談所設置市市長 

こども家庭庁支援局長 

こども家庭庁成育局長 

 

特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第

三条第二項の規定に基づき同条第一項の特定権利利益に係る期間の延長に関し当

該延長後の満了日を令和六年六月三十日とする措置を指定する件等について 

 

 

「令和六年能登半島地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適

用すべき措置の指定に関する政令（令和６年政令第５号）」が、別添１のとおり、令

和６年１月 11 日に公布され、同日から施行されたことにより、「特定非常災害の被

害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第 85

号）」（以下「法」という。）（別添２）の規定の一部が、令和６年能登半島地震によ

る災害に適用されることとなりました。  

具体的には、法第２条第１項の特定非常災害に令和６年能登半島地震による災害

が指定され、その被災者等について、行政上の権利利益の保全等のための期間の満

了日の延長や、法令上の義務が期限内に履行されなかった場合の責任の免除等の措

置が行われるものです。  

これを受けて、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措

置に関する法律第三条第二項の規定に基づき同条第一項の特定権利利益に係る期

間の延長に関し当該延長後の満了日を令和六年六月三十日とする措置を指定する

件（令和６年こども家庭庁告示第１号）」（以下「告示」という。）が、別添３のとお

り、政令と同日の令和６年１月 11 日に公布されました。  

この告示により、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の４第１号又は

第２号の規定に基づく養育里親名簿又は養子縁組里親名簿への登録等に関し、令和

６年能登半島地震に際し災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）が適用された市町

村の区域（以下「特定被災区域」という。）内に居住地を有する者等について、有効

期間等を延長し、その満了日を令和６年６月 30 日とすること等とされました。  

これらに伴うこども家庭庁所管の法令の運用における留意点等を下記のとおり

お示しするので、内容を御了知の上、適切な対応方御配意いただくとともに、都道

府県におかれては管内市町村（特別区を含む。）に周知されるようお願いいたします。 
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記 

 

第１ 行政上の権利利益の保全等のための期間の満了日の延長について  

 

① 告示により有効期間等の満了日を延長した許可等のうち、こども家庭庁所管

の法令の規定に基づくものは、次のとおり。  

・ 特定被災区域内に居住地を有する者に係る児童福祉法（昭和 22 年法律第

164 号）第６条の４第１号又は第２号の規定に基づく養育里親名簿又は養子

縁組里親名簿への登録 

・ 特定被災区域内に居住地を有する者に係る児童福祉法第 20 条第１項の規

定に基づく療育の給付 

・ 特定被災区域内に事業所を有する者に係る児童福祉法 21 条の５の３第１

項の規定に基づく指定障害児通所支援事業者の指定（特定被災区域内に在る

事業所に係るものに限る。） 

・ 特定被災区域内に居住地を有する者に係る児童福祉法第 21 条の５の５第

１項の規定に基づく障害児通所給付費等の給付決定 

・ 特定被災区域内に施設を有する者に係る児童福祉法第 24 条の２第１項の

規定に基づく指定障害児入所施設の指定（特定被災区域内に在る施設に係る

ものに限る。） 

・ 特定被災区域内に居住地を有する者に係る児童福祉法第 24 条の３第４項

の規定に基づく障害児入所給付費の給付決定 

・ 特定被災区域内に事業所を有する者に係る児童福祉法第 24 条の 26 第１項

第１号の規定に基づく指定障害児相談支援事業者の指定（特定被災区域内に

在る事業所に係るものに限る。） 

・ 特定被災区域内に居住地を有する者に係る母子保健法（昭和 40 年法律第

141 号）第 20 条第１項の規定に基づく養育医療の給付又は養育医療に要する

費用の支給 

・ 特定被災区域内に事業所を有する者に係る民間あっせん機関による養子縁

組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成 28 年法律第 110 号）

第６条第１項の規定に基づく養子縁組あっせん事業の許可 

  

② 告示により指定された措置のほか、法第３条第１項に規定する行政庁又は行

政機関は、令和６年能登半島地震による災害の被害者であって、理由を記載し

た書面によりその特定権利利益（法第３条第１項）に係る満了日の延長の申出

を行ったものについて、令和６年６月 30 日までの期日を指定してその満了日

を延長することができる（法第３条第３項）。  
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第２ 法令上の義務が期限内に履行されなかった場合の責任の免除について  

 

① 法令に基づき令和６年１月１日から同年４月 29 日までの間に履行期限が到

来する義務が令和６年能登半島地震により履行されなかった場合において、当

該義務が同月 30 日までに履行されたときには、当該義務が履行されなかった

ことについて、行政上及び刑事上の責任（過料に係るものを含む。）は問われな

い。（法第４条第２項）  

  

② こども家庭庁所管の法令に基づく届出等のうち、法第４条第２項の規定の適

用を受ける届出等の例は、次のとおり。  

 

（１）児童福祉法関係  

○指定障害児通所支援事業に係る指定の変更の届出（第 21 条の５の 20） 

○指定障害児入所施設に係る指定の変更の届出（第 24 条の 13） 

○指定障害児相談支援事業の指定に係る変更の届出等（第 24 条の 32） 

○一時預かり事業の開始、変更、廃止及び休止の届出（第 34 条の 12）  

○病児保育事業の開始、変更、廃止及び休止の届出（第 34 条の 18）   

○認可外保育施設の事業の開始、変更、廃止及び休止の届出（第 59 条の２）  

（２）母体保護法（昭和 23 年法律第 156 号）関係  

○不妊手術又は人工妊娠中絶の実施の届出（第 25 条） 

（３）児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）関係  

○児童扶養手当の支給を受けている者が死亡したときの届出（第 28 条第２

項） 

（４）民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する

法律関係 

○民間あっせん機関の養子縁組あっせん事業の変更の届出（第13条第１項） 

○民間あっせん機関の養子縁組あっせん事業の廃止の届出（第14条第１項） 

○民間あっせん機関の都道府県知事への報告（第 32 条第１項、第２項） 

○民間あっせん機関の都道府県知事への届出（第 32 項第３項） 

 



令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
特
定
非
常
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に

関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
六
年
一
月
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

政
令
第
五
号

令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
特
定
非
常
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指

定
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年

法
律
第
八
十
五
号
）
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
前
段
、
第
三
条
第
一
項
、
第
四
条
第
一
項
、
第
五
条
第
一
項
、
第
六

条
並
び
に
第
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
特
定
非
常
災
害
の
指
定
）

第
一
条

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」

と
い
う
。）第
二
条
第
一
項
の
特
定
非
常
災
害
と
し
て
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
る
災
害
を
指
定
し
、
同
年
一
月

一
日
を
同
項
の
特
定
非
常
災
害
発
生
日
と
し
て
定
め
る
。

（
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
）

第
二
条

前
条
の
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
と
し
て
、
法
第
三
条
か
ら
第
七
条
ま
で
に
規
定
す
る
措
置

を
指
定
す
る
。

（
行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
期
日
）

第
三
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
三
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
令
和
六
年
六
月
三
十
日

と
す
る
。

（
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る
期
限
）

第
四
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
四
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て

の
免
責
に
係
る
期
限
は
、
令
和
六
年
四
月
三
十
日
と
す
る
。

（
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
期
日
）

第
五
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
五
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
令
和
七
年
十
二
月
三
十

一
日
と
す
る
。

（
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
地
区
及
び
期
日
）

第
六
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
地
区
は
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に

際
し
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
災
害
発

生
市
町
村
の
区
域
と
す
る
。

２

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
令
和
六
年
九
月
三
十
日
と
す
る
。

（
調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
地
区
及
び
期
日
）

第
七
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
七
条
の
政
令
で
定
め
る
地
区
は
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に

際
し
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
災
害
発
生
市
町
村
の
区
域
と
す
る
。

２

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
七
条
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
と
す
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

総
務
大
臣

松
本

剛
明

法
務
大
臣

小
泉

龍
司
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○
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全

等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律 

平
成
八
年
六
月
十
四
日

 

法
律
第
八
十
五
号

 

第
百
三
十
六
回
通
常
国
会 

第
一
次
橋
本
内
閣 

改
正 

平
成 

九
年 

五
月 

九
日
法
律
第 

五
〇
号 

同 

一
一
年
一
二
月
二
二
日
同 

第
一
六
〇
号 

同 
一
四
年 

七
月
一
二
日
同 

第 

八
五
号 

同 

一
六
年 

六
月 

二
日
同 

第 

六
七
号 

同 

一
六
年 
六
月 

二
日
同 

第 

七
六
号 

同 

一
六
年 

六
月
一
八
日
同 

第
一
一
一
号 

同 

一
六
年 

六
月
一
八
日
同 

第
一
一
二
号 

同 

一
八
年 

六
月 

二
日
同 

第 

五
〇
号 

同 

一
八
年 

六
月
二
一
日
同 
第 

九
二
号 

同 

二
〇
年 

五
月
二
三
日
同 

第 
四
〇
号 

同 

二
三
年 

六
月
二
四
日
同 

第 

七
四
号 

同 

二
五
年 

六
月
二
一
日
同 

第 

五
四
号 

同 

三
〇
年 

六
月
二
七
日
同 

第 

六
七
号 

令
和 

三
年 

五
月
一
九
日
同 

第 

三
六
号 

同 
 

四
年 

五
月
二
〇
日
同 

第 

四
四
号 

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置

に
関
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布

 

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律 

趣
旨

 

第
一
条 

こ
の
法
律

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を

図

特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
行
政
上
の
権
利
利

益
に
係
る
満
了
日
の

義
務
に
係
る

の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の

の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間

の

昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
二
号

に
よ
る

調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
及
び
景
観
法

平
成
十
六
年
法
律
第
百
十

号

に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と

 

平
一
六
法
七
六
・
平
一
六
法
一
一
一
・
平
二
五
法
五
四
・
平
三
〇

法
六
七
・
令
四
法
四
四
・
一
部
改
正

 

特
定
非
常
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定

 

第
二
条 

著
し
く
異
常
か
つ
激
甚
な
非
常
災
害

当
該
非
常
災
害
の

被
害
者
の
行
政
上
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図

又
は
当
該
非
常
災
害
に

よ
り
債
務
超
過

法
人
の

に
よ
り
相
続
の
承

認
若
し
く
は
放
棄
を
す
べ
き
か
否
か
の
判
断
を
的
確
に
行
う
こ
と
が
困
難
と

者
の

に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛
争
の
迅

速
か
つ
円
滑
な
解
決
若
し
く
は
当
該
非
常
災
害
に
係
る
応
急
仮
設
住
宅
の
入

居
者
の
居
住
の
安
定
に
資
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
特
に
必
要
と

認
め
ら
れ
る
も
の
が
発
生
し
た
場
合

当
該
非
常
災
害
を
特
定
非
常
災

害
と
し
て
政
令
で
指
定

場
合

当
該
政
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令

当
該
特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
日
を
特
定
非
常
災
害
発
生
日
と

し
て
定

 

２ 

前
項
の
政
令

次
条
以
下
に
定
め
る
措
置
の
う
ち
当
該
特
定

非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
を
指
定

当
該

指
定
の

た
に
そ
の
余
の
措
置
を
適
用
す
る
必
要
が
生

当
該
措
置
を
政
令
で
追
加
し
て
指
定

 

平
二
五
法
五
四
・
一
部
改
正

 

行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
に
関
す
る
措
置

 

第
三
条 

次
に
掲
げ
る
権
利
利
益

に

係
る

は
内
閣
府
設
置
法

平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号

第
七
条
第
三
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
四
項

宮
内
庁
法

昭
和
二
十
二

年
法
律
第
七
十
号

第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法

令
和
三
年
法
律
第
三
十
六
号

第
七
条
第
三
項
若
し

く
は
国
家
行
政
組
織
法

昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号

第
十
二
条
第

一
項
若
し
く
は
第
十
三
条
第
一
項
の
命
令
若
し
く
は
内
閣
府
設
置
法
第
七
条

第
五
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
六
項
若
し
く
は
宮
内
庁
法
第
八
条
第
五

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
第
七
条
第
五
項
若
し
く
は
国
家
行
政
組
織
法
第
十
四
条

第
一
項
の
告
示

の
施
行
に
関
す
る
事
務
を
所

管
す
る
国
の
行
政
機
関

び
に
内
閣
府
設
置
法
第
四
十

九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る

デ
ジ
タ
ル
庁
並
び
に
国
家
行

政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
機
関

以
下
同

の
長

当
該
国
の
行
政
機
関
が
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
九
条
第
一
項
若
し
く
は
第

二
項
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
委
員
会
で
あ
る
場

合

当
該
委
員
会

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
特
定
権

利
利
益

存
続
期
間
が
満
了
前
で
あ
る
も
の
を
保
全

又
は

当
該
特
定
権
利
利
益

存
続
期
間
が
既
に
満
了
し
た
も
の
を
回

復
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認

特
定
非
常
災
害
発
生
日
か

ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

以
下

を
限
度

特
定
権
利
利
益
に

係
る
満
了
日
を
延
長
す
る
措
置

 

一 

法
令
に
基
づ
く
行
政
庁
の
処
分

特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
前
に
行

た
も
の
に
限

に
よ
り
付
与
さ
れ
た
権
利
そ
の
他
の
利
益

そ
の
存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に
満
了
す
る
も
の 

二 

法
令
に
基
づ
き
何
ら
か
の
利
益
を
付
与
す
る
処
分
そ
の
他
の
行
為
を
当

該
行
為
に
係
る
権
限
を
有
す
る
行
政
機
関

国
の
行
政
機
関
及
び
こ
れ
ら

に
置
か
れ
る
機
関
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
機
関
に
限

に
求
め
る

こ
と
が
で
き
る
権
利

存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生

日
以
後
に
満
了
す
る
も
の 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置

告
示

当
該
措
置
の
対
象

と
な
る
特
定
権
利
利
益
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項

地
域
を
単
位

当
該
措
置
の
対
象
者
及
び
当
該
措
置
に
よ
る
延
長
後
の
満
了
日
を

指
定
し
て
行

 
３ 
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置

同
項
第
一
号
の
行
政
庁
又

は
同
項
第
二
号
の
行
政
機
関

次
項

と
い

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者

特
定
権
利
利
益
に
つ
い
て

保
全
又
は
回
復
を
必
要
と
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
満
了
日
の
延



長
の
申
出
を
行

延
長
期
日
ま
で
の
期
日
を
指
定
し
て

そ
の
満
了
日
を
延
長

 

４ 

延
長
期
日
が
定
め
ら
れ
た

は
前
項
の
規
定
に
よ
る
満
了
日

の
延
長
の
措
置
を
延
長
期
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
と
認

第
一
項
の
国
の
行
政
機
関
の
長

又
は
行
政
庁
等

同
項
又
は
前
項
の
例
に
準

特
定
権
利
利
益
の
根
拠

と
な
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
新
た
に
政
令
で
定
め
る
日
を
限
度

当

該
特
定
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
を
更
に
延
長
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
で

 

５ 

前
各
項
の
規
定

災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ

る
場
合
に
お
け
る
特
定
権
利
利
益
に
係
る
期
間
に
関
す
る
措
置
に
つ
い
て
他

の
法
令
に
別
段
の
定

定
 

平
一
一
法
一
六
〇
・
令
三
法
三
六
・
一
部
改
正

 

期
限
内
に
履
行

義
務
に
係
る
免
責
に
関
す
る
措
置

 

第
四
条 

特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に
法
令
に
規
定
さ
れ
て
い
る
履
行
期
限

が
到
来
す
る
義
務

特
定
非

常
災
害
に
よ
り
当
該
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行

不
履
行
に
係
る
行
政
上
及
び
刑
事
上
の
責
任

過
料
に

係
る
も
の
を
含

以
下
単

が
問
わ
れ
る
こ
と
を

猶
予
す
る
必
要

政
令

特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起

算
し
て
四
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て

の
免
責
に
係
る
期
限

を
定
め
る
こ
と
が

 

２ 

免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た
場
合

免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
の

前
日
ま
で
に
履
行
期
限
が
到
来
す
る
特
定
義
務
が
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日

ま
で
に
履
行

当
該
特
定
義
務
が
特
定
非
常
災
害
に
よ
り
履

行

責
任
は
問

 

３ 

免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た

に
定
め
る
免
責
の
措
置
を
免
責
期

限
が
到
来
す
る
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施
す
る
必
要

が
あ
る
と
認

政
令

特
定
義
務
の
根
拠
と
な
る
法
令

の
条
項

新

当
該
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に

係
る
期
限
を
定

前
項
の
規
定

場
合
に
つ
い

て
準
用

 

４ 

前
三
項
の
規
定

特
定
義
務
が
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な

い
事
由
に
よ
り
そ
の
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行

場

合
に
つ
い
て
他
の
法
令
に
別
段
の
定

定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る

 

債
務
超
過
を
理
由
と
す
る
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す

る
措
置

 

第
五
条 

特
定
非
常
災
害
に
よ
り
そ
の
財
産

債
務
を
完
済
す
る
こ
と

法
人
に
対

第
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
政

令
で
こ
の
条
に
定
め
る
措
置
を
指
定
す
る
も
の
の
施
行
の
日
以
後
特
定
非
常

災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定

め
る
日
ま
で
の

の
決
定

法
人

清
算
中
で
あ
る

を
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
場
合
又
は
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
し
た
場
合

限

 



２ 

裁
判
所

法
人
に
対
し
て
破
産
手
続
開
始
の
申
立

場
合
に

前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
法
人
に
対
し
て
破
産
手
続
開
始
の
決
定

当
該
決
定
を
留
保
す
る
決
定
を
し
な
け

 

３ 

裁
判
所

前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
係
る
法
人
が
支
払
を
す
る
こ
と

他
同
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
を
す
べ
き
第

一
項
に
規
定
す
る
事
情
に
つ
い
て
変
更

申
立
て
に
よ
り

又
は
職
権

決
定
を
取
り
消

 

４ 

前
二
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
対

不
服
を
申
し
立
て
る
こ
と
が

 

５ 

第
一
項
本
文
の
法
人
の
理
事
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
者

特
定
非
常
災
害

発
生
日
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
の

の
法
律
の

規
定

法
人
に
つ
い
て
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
す

る
こ
と
を
要

 

平
一
六
法
七
六
・
平
一
八
法
五
〇
・
一
部
改
正

 

相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置

 

第
六
条 

相
続
人

次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合

当
該
各
号
に
定

め
る
者

特
定
非
常
災
害
発
生
日

特
定
非
常
災
害
に
よ
り

多
数
の
住
民
が
避
難

又
は
住
所
を
移
転
す
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
た

地
区
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
に
住
所
を
有
し
て
い
た
場
合

民
法

明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号

第
九
百
十
五
条
第
一
項
の
期
間

こ
の
期
間
が
同
項
た
だ
し
書
の
規
定

伸
長
さ
れ
た
場
合

伸
長
さ
れ
た

こ
の
条
に
お
い
て
同

の
末
日

が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て

一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
の
前
日
ま
で
に
到
来

同
項
の
期
間

当
該
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
伸
長

 

一 

相
続
人
が
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
し
な
い
で
死
亡
し
た
場
合 

そ
の

者
の
相
続
人 

二 

相
続
人

前
号
の
場
合

同
号
に
定
め
る
者

が
未
成
年

者
又
は
成
年
被
後
見
人
で
あ
る
場
合 

そ
の
法
定
代
理
人 

平
二
五
法
五
四
・
追
加

 

民
事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
に
関
す
る
措
置

 

第
七
条 

特
定
非
常
災
害
に
よ
り
借
地
借
家
関
係
そ
の
他
の
民
事
上
の
法
律
関

係
に
著
し
い
混
乱
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
地
区
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も

の
に
特
定
非
常
災
害
発
生
日
に
お
い
て

は
事
務
所

を
有
し
て
い
た
者

当
該
特
定
非
常
災
害
に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛

争

特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら

起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
の
間

民
事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
を
す
る
場
合

民
事
訴
訟
費

用
等
に
関
す
る
法
律

昭
和
四
十
六
年
法
律
第
四
十
号

第
三
条
第
一
項
の

規
定

申
立
て
の
手
数
料
を
納
め
る
こ
と
を
要

 

平
二
五
法
五
四
・
旧
第
六
条
繰
下

 

景
観
法
に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置

 

第
八
条 
市
町
村
長

景
観
法
第
七
十
七
条
第
一
項
の
非
常
災
害
又
は
同
条

第
二
項
の
災
害
が
特
定
非
常
災
害
で
あ
る
場
合

被
災
者
の
住
宅

の
需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
住
宅
が
不
足
す
る
た
め
同
条
第
四
項
に



規
定
す
る
期
間
を
超
え
て
当
該
被
災
者
の
居
住
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
応
急

仮
設
建
築
物
で
あ
る
住
宅
を
存
続
さ
せ
る
必
要

存

続
さ
せ
て
も
良
好
な
景
観
の
形
成
に
著
し
い
支
障
が
な
い
と
認
め
る
と

同
項
の
規
定

更
に
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
同

項
の
許
可
の
期
間
を
延
長

当
該
延
長
に
係
る
期
間
が

満
了
し
た
場
合

更
に
延
長

同

様
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